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○東日本大震災以降、省エネルギー、再生可能エネ

ルギーをこれまで以上に推進する必要性が高まっ
ており、再生可能エネルギー熱（地中熱、太陽熱、
下水熱、河川熱等）及び蓄熱槽の利用の推進がエ
ネルギー政策的に重要となっています。 

 
○複数の再エネ熱源、蓄熱槽、下水・河川等の公共

施設等を有機的・一体的に利用する高効率な「再
エネ熱利用高度複合システム」を新たに構築する
ために、事業者等による案件形成調査、実証を支
援します。 

 
○実証を通じてデータの取得・公表、制度的課題の

抽出、ノウハウの共有化を図ることにより、当該
システムの展開・普及を促していきます。 

 
 
 
 

省エネルギー・新エネルギー部 
政策課制度審議室 
03-3501-4031 

国 

補助 

民間団体等 

 
 
○案件形成のために必要な、熱利用設備の設計、河

川や下水道施設等への影響を考慮した取水条件の
検討等の調査を支援。 

 
 
 
○河川水熱や下水 
 熱など公共施設 
 管理者と連携し、 
 再エネ熱の有効 
 利用を実現。 
 
 
 
 
○複数の再エネ熱設備 
 や蓄熱槽の組合わせ、 
 複数建物間で熱融通 
 すること等により、 
 従来よりも高い省エ 
 ネ性能を実現。 
 
 
 
 

事業の内容 事業イメージ 

事業の概要・目的 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

補助（定額・１／
２） 

事業者等 

熱の有効利用プロジェクトの普及を加速化 

案件形成調査 

P 

蓄熱槽 熱交換器・熱源機 ポンプ等 配管等 

公共施設管理
者 

地中熱 

太陽熱 

蓄熱槽 

連携 
民間事業者 

実証事業 

再生可能エネルギー熱利用高度複合システム実証事業費補助金  

 ２７．５億円（新規） 
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○再生可能エネルギーの中でも、太陽熱や地中熱等の熱 
 利用は、給湯や冷暖房等で活用が見られますが、その 
 導入は必ずしも進んでいません。 
  特に、熱利用分野の大きな課題は導入コストが高い 
  ことであり、そのコスト低減が重要な課題となってい     
  ます。 
 
○また、再生可能エネルギーの一層の拡大には、発電分 
 野だけでなく熱利用分野での導入が非常に重要です。 
 
○本事業により、例えば地中熱や雪氷熱等を活用した 
  冷暖房設備を商業施設等に導入する場合や、 
 太陽熱給湯システムを民間事業者のチェーン店舗に 
 導入する等、波及効果の期待できる案件を中心に 
  熱利用設備等の導入に対して支援を行い、導入の拡大   
  を図ります。 

再生可能エネルギー熱利用加速化支援対策費補助金 
４０．０億円（４０．０億円）  

 
 
 
 

事業の内容 事業イメージ 

事業の概要・目的 

バイオマス熱利用 
 

太陽熱利用 
 

雪氷熱利用 
 

○再生可能エネルギー熱利用の内訳 
・太陽熱利用     
・地中熱利用 
・温度差エネルギー利用 
 
 

・バイオマス熱利用 
・雪氷熱利用 
・バイオマス燃料製造 
           
 

出典：ＮＥＤＯ新エネ 
  ガイドブック 

出典：ＮＥＤＯ新エネ 
  ガイドブック 

出典：ＮＥＤＯ太陽熱ＦＴ 
    業務報告書 

○地域再生可能エネルギー熱導入促進対策事業  
 【補助率１/２以内】 
  地方自治体等による熱利用設備導入及び地方自 
  治体と連携して行う熱利用設備導入に対して補 
  助を行います。 
○再生可能エネルギー熱事業者支援対策事業 
 【補助率１/３以内】 
  民間事業者による熱利用設備導入に対して補助 
  を行います。 

資源エネルギー庁 
新エネルギー対策課 
03-3501-4031 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

国 

補助 

民間団体等 設置者 

補助（1/2・1/3） 
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１．背 景 

２．法案の概要 

３．措置事項の概要 

（１） 我が国経済の発展のためには、エネルギー需給の早期安定化が不可欠であり、供給体制の強化に万全を期す。 
（２） その上で、需要サイドにおいては、持続可能な省エネを進めていく観点から省エネ法の改正を実施し、所要の措置を講ずる。 

（１） 自らエネルギーを消費しなくても、住宅・ビルや他の機器等のエネルギーの消費効率の向上に資する製品を新たにトップランナー
制度の対象に追加し、住宅、建築物分野の省エネ対策を強化する。 

（２） 需要家が、電力需要ピーク時の系統電力の使用を低減する取組を行った場合に、これをプラスに評価することで、事業者が電力
需要のピーク対策に取り組みやすくする。 

（３） 「本年３月３１日までに廃止するものとする。」とされている省エネ・リサイクル支援法を廃止する。（日切れ法案） 

需要家側における対策 
（１）需要家が、従来の省エネ対策に加え、蓄電池

やエネルギー管理システム（ＢＥＭＳ・ＨＥＭＳ）、
自家発電の活用等により、電力需要ピーク時の
系統電力の使用を低減する取組を行った場合に、
これをプラスに評価できる体系にする。 

 
（２）具体的には、ピーク時間帯に工夫して、系統電

力の使用を減らす取組（節電）をした場合に、 
これをプラスに評価することで、省エネ法の努力
目標（原単位の改善率年平均１％）を達成しやす
くなるよう、努力目標の算出方法を見直す。 

建築材料等に係るトップランナー制度 
（１） これまでのトップランナー制度は、エネ

ルギーを消費する機械器具が対象。今
般、自らエネルギーを消費しなくても、住
宅・ビルや他の機器等のエネルギーの
消費効率の向上に資する製品を新たに
トップランナー制度の対象に追加する。 

   
（２） 具体的には、建築材料等（窓、断熱材

等）を想定。企業の技術革新を促し、住
宅・建築物の断熱性能の底上げを図る。   

Ｂ．電力ピーク対策 

（現行の対象機器）乗用自動車、エアコン、 
            テレビ、照明、冷蔵庫等 
            ２３機器 
（新規追加案）  窓、断熱材 等 

「エネルギーの使用の合理化に関する法律の一部を改正する等の法律案【省エネ法】」の概要 

※トップランナー制度：エネルギー消費機器の製造・
輸入事業者に対し、３～１０年程度先に設定される
目標年度において高い基準（トップランナー）を満
たすことを求め、目標年度になると報告を求めてそ
の達成状況を国が確認する制度。 

※ 目標年度までの期間を十分に確保することで、新技術の導入
を促し、これまでの例をみても価格低下により消費者にメリット。 

  （例）ルームエアコン 
    

運輸部門 1.9倍 

民生部門 2.4倍 

産業部門 0.85倍 
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最終エネルギー消費量の推移（73年から09年） 

全部門   1.3倍 実質GDP 2.3倍 

（百万原油換算kL） （兆円） 

出所）総合エネルギー統計 
    国民経済計算年報 

Ａ．民生部門の省エネ対策 

トップランナー制度による効果 

 「平成２５年３月３１日までに廃止するものとする。」
と規定されている、「エネルギー等の使用の合理化
及び資源の有効な利用に関する事業活動の促進に
関する臨時措置法」を廃止する。 

Ｃ．省エネ・リサイクル支援法の廃止（日切れ） 

価格 省エネ性能

１９９９年（設定年度） １４１，９２０円 １０６８kWh

２００４年（目標年度） ８６，７４０円 ９４５kWh
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平均新車燃費の推移

約48.8%
改善

○ガソリン乗用車の１０・１５モード燃費平均値の推移
○出所：国土交通省

燃費(km/L)

年度

期間消費電力量の推移

○冷房能力２．８ｋＷ（８～１２畳）のエアコンの単純平均値の推移
○期間消費電力量は、日本工業規格ＪＩＳＣ９６１２：２００５に基
づいたもの
○出所：各年度の省エネ性能カタログ（夏・冬）

約30%
改善

【乗用車】 【エアコン】
期間消費電力量

（kWh）

年度

※日切れ法案 
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